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あま市新庁舎オフィス環境整備支援業務公募型プロポーザル実施要領 
 

 

１ 目的 

あま市新庁舎オフィス環境整備支援業務（以下「本業務」という。）は、新庁舎整備に伴って、

現庁舎に分散した相当量の文書、特に重複文書や不要文書等を削減するとともに、削減の取組

みを通したファイリングシステムの導入及び職員の文書管理に対する意識の向上、さらに効率

的かつ快適で働きやすい執務環境の整備を目的として実施するものである。 

また、同時に、什器等の整備に係る各種支援を受けることにより、新庁舎への移転作業を遅

滞なく円滑に進めるとともに、経済性に配慮した移転計画を策定することを目的とする。 

 

２ 業務概要 

⑴ 業 務 名 称 

あま市新庁舎オフィス環境整備支援業務 

 ⑵ 業 務 内 容 

別添「あま市新庁舎オフィス環境整備支援業務仕様書」による 

⑶ 履 行 期 間 

  契約締結日の翌日から令和５年３月２４日まで 

⑷ 予算上限額 

２３，９５８，０００円以内（消費税及び地方消費税を含む。） 

   ※各年度における支払限度額は次のとおりとする。 

    令和２年度    ２，１１６，０００円以内 

    令和３、４年度 ２１，８４２，０００円以内 

⑸ 募 集 方 式  

 公募型プロポーザル方式 

⑹ 用語の定義 

  ア 文書削減・文書管理支援業務 

    公文書の削減を図り、かつ、文書の検索性、共有化に優れ、より効率的で適正な文書管

理が可能となるファイリングシステムを導入し、将来にわたる定着を図ることを目的とし

た業務のことをいう。 

  イ 什器備品整備・新庁舎移転計画策定支援業務 

    新庁舎の建設に際し、来庁者及び職員等にとって、快適で機能的なオフィス環境を整備

するため、現況調査からレイアウト計画、什器備品整備計画や移転計画の策定など、より

一層の市民サービスと事務効率の向上に資することを目的とした業務のことをいう。 

 

３ 公募要領 

⑴ 選考方針 

受託候補者の特定は、あま市の職員で構成する「あま市新庁舎オフィス環境整備支援業務

プロポーザル審査委員会」（以下「委員会」という。）において、業務提案書、プレゼンテー

ション及びヒアリングによる審査を踏まえ実施する。 

委員会は、業務提案書等の審査を行い、評価が最も高い者（受託候補者）１者と次点者１

者を特定する。 
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⑵ 委員会の構成 

ア 委員会  あま市職員 ５名 

  イ 事務局  あま市 総務部 総務課 

         〒４９０－１２９２ 愛知県あま市木田戌亥１８番地１ 

         ＴＥＬ（０５２）４４４－１７１１ ＦＡＸ（０５２）４４１－８３３０ 

         メールアドレス soumu@city.ama.lg.jp 

⑶ スケジュール 

⑷ 参加資格要件 

本プロポーザルに参加できる者は、次に掲げるいずれにも該当する単体企業とする。 

ア 平成２７年４月１日以降に、国又は地方公共団体が発注した、本業務と同種の文書削

減・文書管理支援業務及び什器備品整備・新庁舎移転計画策定支援業務を元請けとして履

行した実績を有する者であること。 

イ 業務提案書の提出期限において、令和２・３年度あま市入札参加資格者名簿において、

役務の提供（業務委託）の登録事業者であること。 

ウ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者で

あること。 

エ あま市工事等請負業者指名停止取扱に関する要領（平成２２年訓令第４４号）に基づく

指名停止の措置、又は愛知県若しくは愛知県内の地方自治体から指名を停止され、若しく

はそれに準じる措置を受けていない者であること。 

オ あま市が行う調達契約等からの暴力団の排除に関する要綱（平成２２年訓令第４６号）

に基づく排除措置を受けていない者であること。 

カ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て（同法附則第

２条の規定によりなお従前の例によることとされる更生事件に係るものを含む。以下同じ。）

がなされていない者であること。 

キ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされてい

ない者であること。 

ク 破産法(平成１６年法律第７５号)に基づく破産手続開始の申立てがなされていない者で

あること。 

ケ 会社法(平成１７年法律第８６号)に基づく特別清算開始の申立てがなされていない者で

あること。 

コ 銀行取引停止処分がなされていない者であること。 

サ 国税及び地方税を滞納していない者であること。 

 

内    容 日  時  等 

公告 令和２年５月２１日（木） 

質問受付期間 令和２年５月２１日（木）～５月２７日（水） 

質疑への回答 令和２年６月 ２日（火）まで随時 

参加表明書等の提出期限 令和２年６月１８日（木） 

参加資格確認結果発表（通知） 令和２年６月２４日（水） 

業務提案書等の提出期限 令和２年７月 ６日（月） 

プレゼンテーション及びヒアリング 令和２年７月１５日（水） 

結果発表（公表・通知） 令和２年７月中旬（予定） 

契約締結 令和２年７月下旬（予定） 

mailto:shinchosha@city.ama.lg.jp
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⑸ 実施要領、資料等の配布、閲覧 

  ア 配布期間 

    令和２年５月２１日（木）から 

  イ 配布方法 

実施要領、資料等は、市公式ウェブサイトから必要に応じてダウンロードし、使用する

こと。（https：//www.city.ama.aichi.jp/shisei/shiteikanri/1003730/index.html） 

 

４ 応募手続き 

⑴ 質疑の受付及び回答 

  ア 受付期限 

  令和２年５月２７日（水）午後５時まで 

  イ 受付場所 

  本要領 ３⑵イ事務局に同じ 

ウ 提出方法 

  様式２を添付し、ＦＡＸにより３⑵イに記載した事務局ＦＡＸへ送信すること。ただし、

様式１枚につき質疑事項１問とする。 

※ＦＡＸの到着確認を電話により行うこと。なお、件名を「あま市新庁舎オフィス環境

整備支援業務に関する質問」とし、電話・口頭等による質問への個別対応は行わない。 

エ 質疑回答 

  令和２年６月２日（火）まで随時、市公式ウェブサイトにて公開する。 

※質問の回答内容は、本要領の追加又は修正とみなす。 

⑵ 参加表明書の提出 

   本プロポーザルに参加を希望する者は、以下により参加表明書等を提出すること。 

  ア 提出期限 

    令和２年６月１８日（木）午後５時まで（必着） 

  イ 提出場所 

  本要領 ３⑵イ事務局に同じ 

ウ 提出方法 

  持参又は郵送若しくは託送とする。 

※郵送等する場合は、提出期限までに必着すること。なお、郵送に関しては、必ず「特

定記録郵便」又は「簡易書留」とし、提出期限までに送付物の到着確認を電話により行

うこと。 

エ 提出書類 

   ① 参加表明書（様式１） 

② 会社概要（様式３）      

   ③ 業務実績調書（様式４－１、４－２） 

   ④ 業務実施体制調書（様式５） 

   ⑤ 配置予定技術者調書（様式６－１、６－２） 

オ 提出部数 

  正本１部 副本１部（複写可） 

カ 作成要領 

提出書類については、全てＡ４判の用紙を使用（片面）し、横書き左綴じとする。 

なお、ファイル等には綴じ込まないこと。 



4 

 

⑶ 提出書類の記入上の留意事項 

  ア 参加表明書（様式１） 

代表者印を押印の上、提出すること。 

  イ 会社概要（様式３） 

   ① 会社名、所在地等を記載すること。 

② 企業概要や実施業務が記載されたパンフレット等の資料があれば提出すること。 

  ウ 業務実績調書（様式４－１、４－２） 

① 平成２７年４月１日以降に、国又は地方公共団体が発注した同種の文書削減・文書管

理支援業務（様式４－１）及び什器備品整備・新庁舎移転計画策定支援業務（様式４－

２）について、業務ごとに記載すること。 

② 業務実績は元請けとして受注したものを対象とする。 

③ 記載した業務実績について、実績を証明する書類（契約書の写し等）を提出すること。 

  エ 業務実施体制調書（様式５） 

    本業務遂行にあたり必要と考える配置予定技術者等を記載すること。 

  オ 配置予定技術者調書（様式６－１、６－２） 

    配置予定の管理技術者及び各業務に係る担当技術者について、「保有資格」「業務実績」

等を記載し、あわせて「保有資格」についてはそれを確認できる資料を、また「業務実績」

については配置予定の技術者がその業務に従事していたことが確認できる資料（業務計画

書の表紙及び業務に従事していたことが確認できるページ等）の写しを提出する。なお、

「業務実績」については平成２７年４月１日以降に国又は地方公共団体が発注した業務の

実績とし、参加資格要件において技術者に求められる実績について必ず記載すること。 

    その他、以下に留意し記載する。 

   ① 保有資格 

     本業務に関連する資格について、その名称・取得年月日・登録番号を記載する。 

   ② 発注者 

     発注機関名を記載する。 

   ③ 業務概要 

     業務は、本業務と同種の文書削減・文書管理支援業務又は什器備品整備・新庁舎移転

計画策定支援業務を元請けとして履行したものとする。   

また、業務に携わった立場（管理技術者、主任技術者又はこれらに準ずる立場）を記載

し、あわせて施設概要（用途、延床面積、職員数）及び履行期間を記載する。 

⑷ 業務提案書の提出 

第一次審査で選定された者は、次に定めるところにより業務提案書を作成し、提出するも

のとする。 

  ア 提出期限 

  令和２年７月６日（月）午後５時まで 

  イ 提出場所 

  本要領 ３⑵イ事務局に同じ 

ウ 提出方法 

  持参又は郵送若しくは託送とする。 

※郵送等する場合は、提出期限までに必着すること。なお、郵送に関しては、必ず「特

定記録郵便」又は「簡易書留」とし、提出期限までに送付物の到着確認を電話により行

うこと。 
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  エ 提出書類及び提出部数（正１部、他は副本） 

・業務提案書（様式７－１）     １部 

・業務実施方針（様式７－２）    ７部 

・テーマ別業務提案（様式７－３）  ７部 

・参考見積書（様式８）       １部 

  オ その他 

    「業務提案書」の提出は、１者につき複数の提案は認めない。 

 ⑸ 提出書類の記入上の留意事項 

  ア 業務提案書 

   ① 業務提案書（様式７－１） 

     代表者印を押印の上、提出すること。 

   ② 業務実施方針（様式７－２） 

     本業務を確実かつ円滑に実施するための実施方針について、体制、担当チームの特徴、

スケジュールなどと合わせて提案すること。 

   ③ テーマ別業務提案（様式７－３） 

     テーマ別業務提案書は以下のテーマについて簡潔に記載すること。記載する際には、

設定された記載欄に提案内容を記載すること。他の欄に記載したものや超過したページ

に記載したものは、評価の対象としない。 

テーマ１ 

文書削減・適正管理化について 

（文書削減・適正管理を図るための手法に加え、適正な維持管理の方法や

定着に向けた手法について） 

テーマ２ 

現況調査、什器備品整備計画、移転計画の各業務に対して、過去の実績か

ら本業務に有効と思われる具体的方策について 

（各業務の効率的な手法、什器備品購入費用の軽減に向けた効果的な手

法） 

   ④ 作成上の注意事項 

    （ア）様式７－２は、Ａ４判片面１枚で簡潔にまとめること。また、様式７－３は、テ

ーマごとにＡ３判片面１枚で簡潔にまとめること。 

    （イ）提案は文章での表現を原則とし、文字の大きさは原則１０．５ポイント以上（図

表中は除く。）とすること。文書を補完するために必要な概念図や表、イメージ図

等 を使用し、基本的な考え方を分かりやすく簡潔に記述すること。 

    （ウ）業務提案書の作成及び提出等に係る費用は、提案者の負担とする。 

（エ）提案者を特定することができる内容は記入しないこと。特定できる内容と判断さ

れる場合には、失格とすることがある。 

（オ） 業務提案は、一業務提案者につき一つ限りとする。 

（カ） 業務提案書の提出後の訂正、追加、差し替えは認めない。 

イ 見積書の注意事項 

① 参考見積書は、仕様書及び提案書に記載されたすべての業務の見積金額を様式８に記

載すること。また、任意様式による見積内訳書を令和２年度から令和４年度まで年度ご

とに別途作成し添付すること。 

   ② 本業務の参考見積りについて、業務量の目安に比べ著しく乖離していると判断した場

合は、その妥当性について聴取することがある。 

   ③ 見積書の金額については、本要領 ２⑷予算上限額とする。 
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  ウ 提出書類作成上の注意事項（共通） 

    使用する言語は日本語とし、通貨及び単位は、日本国通貨、日本の標準時及び計量法に

定める単位とする。提出された書類の訂正、追記、返却は認めない。また、要求する内容

以外の書類や図面等は受理しない。 

 

５ 受託候補者の選定 

 ⑴ 評価基準 

  ① 一次審査の評価点は次による。 

評価項目 
評価の着目点 

評価点 
 評価基準 

客
観
評
価 

参加者の評価 同種業務の実績 

文書削減・文書管理支援業務実績の 

規模、件数について評価する 
１０ 

什器備品整備・新庁舎移転計画策定支

援業務実績の規模、件数及び業務内容に

ついて評価する 

５ 

管理技術者の 

実績 
同種業務の実績 

実績の規模、件数及び業務内容につい

て評価する 
１０ 

各業務に係る 

担当技術者の 

実績 

同種業務の実績 

文書削減・文書管理支援業務実績の 

規模、件数について評価する 
１５ 

什器備品整備・新庁舎移転計画策定支

援業務実績の規模、件数及び業務内容に

ついて評価する 

１０ 

小 計 ５０ 

 ※客観評価における評価基準については、別紙参照。 

 

② 二次審査の評価点は次による。 

評価項目 評価の着目点 評価点 

主
観
評
価 

業務実施方針 

本業務への取組体制、取り組む意欲の高さ

や積極性、発注者を支援する姿勢、業務へ

の工夫、配慮等 

２５ 

(５×５名) 

業務上、特に配慮する事項、業務内容、業

務の背景や課題等の理解度、総合的見地か

らの考え方の的確性等 

２５ 

(５×５名) 

業務提案書 

今までの経験と実績を踏まえた専門性や技

術力の発揮が期待でき、テーマに対する的

確性、実現性があり、業務内容や業務の課

題への理解度の高い提案となっているか等 

１５０ 

(３０×５名) 

価
格
評
価 

参考見積書 提案業務規模との整合性・妥当性など ３０ 

小 計 ２３０ 

合 計 ２８０ 
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⑵ 参加資格審査及び提出書類による一次審査 

   提出された参加表明書等の提出書類を基に参加資格を審査し、二次審査のプレゼンテーシ

ョン及びヒアリング対象者（５者程度）を選定する。選定に当たっては、委員会で資格適合

者の客観評価による一次審査を実施し、客観評価点の合計が上位５位までの者を選定する。

なお、提出書類に不備があった場合には、失格とする。審査結果は、すべての参加事業者に

書面により通知する。また、一次審査の通過者数を市公式ウェブサイトにおいて公表するも

のとする。 

⑶ プレゼンテーション及びヒアリングによる二次審査 

  ア プレゼンテーション及びヒアリング 

    審査は、提出された業務提案書の内容と、業務提案書に関するプレゼンテーション及び

ヒアリング（以下「プレゼンテーション等」という。）を踏まえ行うものとし、その実施方

法は以下のとおりとする。 

   ① プレゼンテーション等の出席者は、本業務を担当する管理技術者を必須とし、出席者

は４名以内とする。 

   ② 日程及び会場等については、別途通知する。 

   ③ プレゼンテーション等は、参加者が提出した業務提案書の内容を用いて行うこととし、

新たな内容の資料提示は認めない。ただし、参加者が提供するファイリングシステムの

管理・支援ツールに関するプレゼンテーションについてはこの限りではない。 

   ④ １者につき３０分以内のプレゼンテーションを行い、その後に審査委員による質疑を

１５分行う。なお、準備や片づけを含め、４５分を超えることはできない。 

   ⑤ プレゼンテーション等に参加しない場合は、審査の対象としない。 

⑥ プレゼンテーションの資料には、提案者を特定することができるような表示をしない

こと。 

   ⑦ 参考見積書に記載した金額が、本要領 ２⑷予算上限額を超えている場合は、審査の

対象としない。 

  イ 審査方法及び結果の通知 

    客観評価による評価点と、委員会による業務提案書及びプレゼンテーション等の評価点

を踏まえ、評価が最も高い者（受託候補者）１者と次点者１者を特定する。 

    受託候補者及び次点者には特定通知を行い、その他の提案者には審査結果を通知する。 

  ウ 失格 

    提案者が、次のいずれかに該当する場合は失格とする。 

① 提出書類の作成及び留意事項、提出方法、提出期限を遵守しない場合 

② 虚偽の内容が記載・提示されている場合 

③ 委員会の委員に直接、間接を問わず連絡を求めた場合 

④ 審査の公平さに影響を与える行為があったと認められる場合 

⑤ 契約締結までの間に指名停止の措置や指名除外の措置を受けた場合 

⑥ その他、本要領に違反すると認められた場合 
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６ 契約方法等 

⑴ 業務委託契約 

ア 契約の締結 

受託候補者として特定された者と、契約条件（業務提案内容を反映した仕様書に調整、

諸条件、金額等）の協議を行い、協議が整い次第、随意契約により当該業務委託契約を締

結する。受託候補者として特定された者が、辞退その他の理由により当該業務委託契約を

締結できない場合は、次点者と契約を締結することができるものとする。なお、受託候補

者として特定されたものが、地方自治法施行令第１６７条の４第１項又は第２項に規定す

るものに該当することとなった場合には、契約の締結を行わない場合がある。 

  イ 契約金額 

本要領 ２⑷予算上限額に定める金額以内とする。 

⑵ その他 

  ア 提出資料等の著作権は提出者に帰属するが、受託候補者特定後、必要に応じて市公式ウ

ェブサイト等において公表するものとする。 

  イ プロポーザルのために本市より受領した資料は、了解なく公表、使用することはできな

い。 

  ウ 他の文献を引用した場合は、その出典を明示すること。 

  エ 提出された書類は、審査に必要な範囲で複製を作成することがある。 

  オ あま市情報公開条例（平成２２年条例第７号）に基づく開示請求があった場合は、原則

として開示の対象となるが、提案者が事業を営む上で、正当な利益を害すると認められる

情報は不開示とする。なお、本プロポーザルの受託候補者決定前において、決定に影響が

出るおそれがある情報については、決定後開示とする。 
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（別紙） 

 

客観評価における評価基準 

 

１ 評価項目及び判断基準の詳細 

 客観評価審査における評価項目及び判断基準、配点は以下のとおりとする。 

評価項目 判断基準 配点 

客
観
評
価 

⑴参加者の同種業務実績 実績の規模、件数及び業務内容について評価する １５ 

⑵管理技術者及び各担当 

技術者の同種業務実績 
実績の規模、件数及び業務内容について評価する ３５ 

 合  計 ５０ 

 

２ 参加者の同種業務実績【１５．０点】（様式４－１、４－２） 

同種業務の実績（実績の有無及び件数）について評価を行う。 

 

⑴ 文書削減・文書管理支援業務の業務実績 

平成２７年４月１日以降に履行した文書削減・文書管理支援業務実績件数（最大５件）を１

件あたり基礎配点２点として、規模係数を乗じた合計点数にて評価する。【最高１０点】 

   なお、「規模係数」とは、業務実績における１件あたりの職員数により係数を乗じることと

する。 

基礎配点 A 規模係数 B 評価点 A×B 合計 

(最大件数 5) 

2.0 

400 人以上 1.0 （5 件で 10.0） 

最大評価点 

2.0 

10.0 200 人～399 人 0.8 

199 人未満 0.5 

 

⑵ 什器備品整備・新庁舎移転計画策定支援業務の業務実績 

平成２７年４月１日以降に履行した什器備品整備・新庁舎移転計画策定支援業務実績件数

（最大５件）を１件あたり基礎配点１点として、規模係数及び担当係数を乗じた合計点数に

て評価する。【最高５点】 

なお、「規模係数」については、２⑴による。 

また、「担当係数」とは、文書等現状調査、レイアウト調査、サイン計画、什器備品整備計

画、移転計画をそれぞれ1項目とし、担当した項目数の合計により係数を乗じることとする。 

 

基礎配点 A 規模係数 B 担当係数 C 評価点 A×B×C 合計 

(最大件数 5) 

1.0 

400 人以上 1.0 4 項目以上 1.0 

（5 件で 5.0） 

最大評価点 

1.0 

5.0 200 人～399 人 0.8 
3 項目 0.8 

2 項目 0.5 

199 人未満 0.5 1 項目 0.3 
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３ 管理技術者及び各担当技術者の同種業務の実績【３５．０点】（様式６－１、６－２） 

  同種業務の実績（実績の有無及び件数）について評価を行う。 

 

⑴ 管理技術者の業務実績 

平成２７年４月１日以降に履行した文書削減・文書管理支援業務もしくは什器備品整備・

新庁舎移転計画策定支援業務実績件数（最大５件）を１件当たり基礎配点２点として、規模

係数及び担当係数を乗じた合計点数にて評価する。【最高１０．０点】 

なお、「規模係数」については、２⑴による。 

また「担当係数」については、これまでの業務実績において「管理技術者またはこれに準

ずる立場」または「主任技術者またはこれに準ずる立場」により係数を乗じることとする。 

 

基礎配点 A 規模係数 B 担当係数 C 評価点 A×B×C 合計 

(最大件数 5) 

2.0 

400 人以上 1.0 
管理技術者 1.0 （5 件で 10.0） 

最大評価点 

2.0 

10.0 200 人～399 人 0.8 

主任技術者 0.8 
199 人未満 0.5 

 

⑵ 各担当技術者の業務実績 

① 文書削減・文書管理支援業務の業務実績 

平成２７年４月１日以降に履行した文書削減・文書管理支援業務実績件数（最大５件）を

１件当たり基礎配点３点として、規模係数を乗じた合計点数にて評価する。【最高１５．０点】 

なお、「規模係数」については、２⑴による。 

 

基礎配点 A 規模係数 B 評価点 A×B 合計 

(最大件数 5) 

3.0 

400 人以上 1.0 （5 件で 15.0） 

最大評価点 

3.0 

15.0 200 人～399 人 0.8 

199 人未満 0.5 

 

② 什器備品整備・新庁舎移転計画策定支援業務の業務実績 

平成２７年４月１日以降に履行した什器備品整備・新庁舎移転計画策定支援業務実績件

数（最大５件）を１件当たり基礎配点２点として、規模係数及び担当係数を乗じた合計点

数にて評価する。【最高１０．０点】 

なお、「規模係数」及び「担当係数」については、２⑵による。 

 

基礎配点 A 規模係数 B 担当係数 C 評価点 A×B×C 合計 

(最大件数 5) 

2.0 

400 人以上 1.0 4 項目以上 1.0 

（5 件で 10.0） 

最大評価点 

2.0 

10.0 200 人～399 人 0.8 
3 項目 0.8 

2 項目 0.5 

199 人未満 0.5 1 項目 0.3 

 


